
 中小企業信用保険法第２条第５項第５号（イ）－⑤  

 認定のご案内【売上高減少（主たる業種が指定業種）】 
 この申請書は、兼業者（※１）であって、主たる業種（※２）が指定業種に属している場合に使用  

してください。  

※１兼業者とは２以上の業種（日本標準産業分類の細分類業種）に属する事業を行っている中小企

業者をいいます。  

※２主たる業種とは、原則として、最近１年間の売上高等の最も大きい事業が属する業種を言います。 

 
          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

※留意事項  

①認定書の有効期限は、認定書が発行されてから３０日です。  

②発行された認定書はコピーして利用することができます。  

③認定を受けた後、本認定の有効期間内に信用保証協会に対して、保証の申込を行  

うことが必要です。  

④融資に際しては、本認定とは別に、金融機関及び信用保証協会による金融上の審査があり

ます。  

 

 

 

  認 定 基 準 
 次の、３つの条件に該当する中小企業者 

 １．区内の中小企業者であること 

    申請者が法人の場合………区内に本店登記のある方 

    申請者が個人の場合………区内に事務所のある方 

 ２．経済産業省の指定を受けた業種（注）の事業を営んでいること 

 ３. 以下の要件のいずれも満たすこと 

①主たる業種の最近１ヶ月間（申請月の前月又は前々月まで）の売上高等が、前年同期比で 

５％以上減少していること。かつ企業全体の最近１か月の売上高等が前年同期比で５％以上 

減少していること 

  ②その後２ヶ月間を含む３か月の売上高等が前年同期に比して５％以上減少する見込みが、 

主たる業種及び企業全体で見込まれること。 

※「売上高等」とは、売上高以外に建設業における完成工事高・受注残高を含みます 

（注）業種の指定は、期間・業種ごとに細かく定義されています 

  詳しくは、中小企業庁ホームページの「セーフティネット保証制度」を御覧下さい 

ＵＲＬ＝https://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/sefu_net_5gou.htm 申請に必要な書類 

１．認定申請書・認定書（各１枚） 

２．最近１ヶ月間（申請月の前月又は前々月まで）の試算表及び前年同期の試算表等 

※主たる業種の内訳のわかる資料（様式は自由）を提出してください。 

３. 上記の月の翌月及び翌々月の見込み売上高計算書(書式は自由。見込み売上高とその算出根拠 

を明記すること)及び前年同期の試算表等（２に同じく主たる業種の内訳がわかる資料） 

４．法人事業者：商業登記簿謄本１通（３ヶ月以内に発行されたもの・コピー可） 

        個人事業者：確定申告書の写し（税務署受付印及び事業所所在地が明記されたページのみ） 

＊電子申告の方は、メール詳細など申告が確認できるものも添付してください。 

    ※上記資料がそろわない場合は、不動産賃貸借契約書、光熱費の領収書など複数の情報を 

組み合わせて提出可能 

 

  ☆別添様式「売上高等の証明資料」を使用する場合は、上記２、３の提出は不要です。 

 

申込み・問い合わせ先 

千代田区役所  商工観光課  経営相談・融資担当  

    ℡ ０３－５２１１－４３４４ 
 



【記入上の注意】 
 

中小企業信用保険法第２条第５項第５号の規定による認定申請書（イ－⑤） 
                                                      令和   年   月   日 

 千 代 田 区 長  殿 

                                申請者住所                  

                           名称 

                                代表者氏名                    

 私は、              業を営んでいるが、新型コロナウイルス感染症に起因して、下記のとお

り、 売上高の減少  が生じているため、経営の安定に支障が生じておりますので、中小企業信

用保険法第２条第５項第５号の規定に基づき認定されるようお願いします。 

記 
（イ）最近１か月間の売上高等  

 

×１００     主たる業種の減少率        ％  

 

              全体の減少率         ％  

 

      Ａ ： 申し込み時点における    主たる業種の売上高等              円 

最近１か月間の売上高等 

全体の売上高等                 円  

 

      Ｂ ： Ａの期間に対応する      主たる業種の売上高等                 円  

前年１ヶ月間の売上高等  

全体の売上高等                 円  

 

（ロ）最近３か月間の売上高等の実績見込み 

 

×１００  主たる業種の減 少 率       ％（実績見込み） 

 

  全体の減 少 率           ％（実績見込み） 

      

 Ｃ ： Ａの期間後２か月間の          主たる業種の売上高等               円 

                見込み売上高等    

全体の売上高等                   円  

 

 Ｄ ： Ｃの期間に対応する          主たる業種の売上高等               円 

前年の２か月間の売上高等 

全体の売上高等                   円 

 

 

   （Ｂ＋Ｄ）－（Ａ＋Ｃ） 

Ｂ＋Ｄ  

    Ｄ  

   Ｂ－Ａ  

   Ｂ  

主たる業種（売上高が最大）の

細分類業種名を中小企業庁の指

定リストから記入します 

「売上高の減少」又は「販売数量

の減少」などを記入します 

小数点第 2位以下

切捨て 

小数点第 2位以下

切捨て 



この申請書は、兼業者であって、主たる業種が指定業種に該当している場合に使用して下さい。 

認定権者記載欄 

 

中小企業信用保険法第２条第５項第５号の規定による認定申請書（イ－⑤） 
                                                      令和   年   月   日 

 千 代 田 区 長  殿 

                                申請者住所                  

                           名称 

                                代表者氏名                    

 私は、              業を営んでいるが、新型コロナウイルス感染症に起因して、下記のとお

り、        が生じているため、経営の安定に支障が生じておりますので、中小企業信用保

険法第２条第５項第５号の規定に基づき認定されるようお願いします。 

記 
（イ）最近１か月間の売上高等  

 

×１００     主たる業種の減少率        ％  

 

              全体の減少率         ％  

 

      Ａ ： 申し込み時点における    主たる業種の売上高等              円 

最近１か月間の売上高等 

全体の売上高等                 円  

 

      Ｂ ： Ａの期間に対応する      主たる業種の売上高等                 円  

前年１ヶ月間の売上高等  

全体の売上高等                 円  

 

（ロ）最近３か月間の売上高等の実績見込み 

 

×１００  主たる業種の減 少 率       ％（実績見込み） 

 

  全体の減 少 率           ％（実績見込み） 

      

 Ｃ ： Ａの期間後２か月間の           主たる業種の売上高等               円 

                見込み売上高等    

全体の売上高等                   円  

 

 Ｄ ： Ｃの期間に対応する            主たる業種の売上高等               円 

前年の２か月間の売上高等 

全体の売上高等                   円 

 

令和  年  月  日 

認 定 番 号        号 

 上記のとおり申請がありましたので、認定してよろしいかお伺いいたします。 

 本認定書の有効期間：令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

商工観光課長 商工融資係長 商工融資係員 

 

 

 

 

 

 

   （Ｂ＋Ｄ）－（Ａ＋Ｃ） 

Ｂ＋Ｄ  

    Ｄ  

   Ｂ－Ａ  

   Ｂ  



この申請書は、兼業者であって、主たる業種が指定業種に該当している場合に使用して下さい。 

     認定権者記載欄 

 

中小企業信用保険法第２条第５項第５号の規定による認定書（イ－⑤） 
                                                     令和   年   月   日 

  千 代 田 区 長  殿 

                                申請者住所                  

                           名称 

                                代表者氏名                    

私は、              業を営んでいるが、新型コロナウイルス感染症に起因して、下記のとおり、        

が生じているため、経営の安定に支障が生じておりますので、中小企業信用保険法第２条第５項第５

号の規定に基づき認定されるようお願いします。 

記 
（イ）最近１か月間の売上高等  

 

×１００     主たる業種の減少率        ％  

 

              全体の減少率         ％  

 

      Ａ ： 申し込み時点における    主たる業種の売上高等              円 

最近１か月間の売上高等 

全体の売上高等                 円  

 

      Ｂ ： Ａの期間に対応する      主たる業種の売上高等                 円  

前年１ヶ月間の売上高等  

全体の売上高等                 円  

 

（ロ）最近３か月間の売上高等の実績見込み 

 

×１００  主たる業種の減 少 率       ％（実績見込み）  

 

  全体の減 少 率           ％（実績見込み）  

      

 Ｃ ： Ａの期間後２か月間の           主たる業種の売上高等               円 

                見込み売上高等    

全体の売上高等                  円  

 

  Ｄ ： Ｃの期間に対応する            主たる業種の売上高等                円 

前年の２か月間の売上高等 

全体の売上高等                   円 

 

令和  年  月  日 

認 定 番 号        号 

上記の者は、中小企業信用保険法第２条第５項第５号の規定に該当する中小企業者

であることを認定する。 

   本認定書の有効期間：令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

 

千 代 田 区 長  

    

   （Ｂ＋Ｄ）－（Ａ＋Ｃ） 

Ｂ＋Ｄ  

    Ｄ  

   Ｂ－Ａ  

   Ｂ  



 
売上高等の証明資料（イ－⑤） 

  

 

令和   年     月   日  

千 代 田 区 長 殿 

 

 

 

記 

 
 

 

 

     Ａ ： 最近１か月間の売上高等       

 

主たる業種の売上高等（   年  月分）                     円  

 

全体の売上高等（   年  月分）                     円  

 

Ｂ  ： Ａの期間に対応する前年１か月間の売上高等  

 

主たる業種の売上高等（   年  月分）                     円  

 

全体の売上高等（   年  月分）                     円  

 

     Ｃ  ： Ａの期間後２ヶ月間の見込み売上高等  

 

主たる業種の売上高等（   年  月分）                     円  

 

（   年  月分）                     円  

 

全体の売上高等（   年  月分）                     円  

 

（   年  月分）                     円  

 

Ｄ  ： Ｂの期間後２ヶ月間の売上高等  

 

主たる業種の売上高等（   年  月分）                     円  

 

（   年  月分）                     円  

 

全体の売上高等（   年  月分）                     円  

 

（   年  月分）                     円  

 

 
 

上記のとおり相違ありません。 

 

 

申請者住所 

 

氏名（名称及び代表者氏名）               印 

 

（法人は会社実印、個人事業者は実印を押印。但し代表者氏名自署の場合は押印不要） 


